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１．はじめに

　子どもの育ちや子育てを取り巻く社会の状況は，少子
化や核家族化などを背景に変化し続けており，様々な問

題が顕在化している。厚生労働省は，母子保健は子ども
たちが健やかに成長していくうえでの出発点であるとし，
その基盤作りとして平成13年から「健やか親子21」を開
始し，平成27年からは現状の課題を踏まえた「健やか親
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子21（第 2次）」を開始した。「健やか親子21（第 2次）」
は，重点課題のひとつとして「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を設定した。育てにくさを「子育てに関
わる者が感じる育児上の困難感」と定義し，その要因と
して，子どもの心身状態や発達特性などの子どもの要因，
親の病気やパーソナリティなどの親の要因，愛着の問題
などの親子関係に関する要因，家計や周囲からの支援な
どの環境に関する要因の4つを挙げている（厚生労働省，
2014）1）。山縣（2016）2）によると，子どもに対して育て
にくさを「いつも感じる」「時々感じる」と回答した親に
対し，育てにくさを感じた際の相談先や，何らかの解決
する方法を知っているか問う項目では，3・4 ヶ月児で
は14.5%，1歳 6 ヶ月児では15.9%，3歳児では15.6%が
「いいえ」と回答しており，子どもに対して育てにくさを
感じていても対処できない親が一定数存在することが示
された。また，このような親について，近年では育児中
の家庭の孤立も指摘されており，子育てに関する不安や
困難感を抱え込むおそれがあるとされている。その結果，
親が不調をきたすことや，子育てに拒否的になること，
虐待に発展することも想定され，育てにくさを感じる親
に対する支援は重要な課題であるといえるだろう。
　親が感じる育てにくさは，子どもの発達によるものか
ら支援の不足によるものまで多面的な要素を含んでお
り，支援の際には親の発する育てにくさのサインに気づ
き，子ども，親，親子関係の多様性を包容する姿勢が求
められる（厚生労働省，2014）1）。さらに，支援の際に
は，心理や医療，福祉，行政など，様々な分野が連携し
た包括的な支援を行うことが求められ，支援者は親が感
じる育てにくさについて，単一の要因のみが存在すると
考えるのではなく，4つの要因から問題を捉えて整理し，
他機関との適切な連携を行いながら支援していくことが
重要であると考える。
　渕上（2020）3）は，育てにくさを感じる親の支援を行
う保健センター等の保健師，児童発達支援センターの職
員にアンケート調査を行い，支援者が感じる育てにくさ
の要因や ,実際に行われている支援について明らかにし
た。その結果，保健センター，児童発達支援センターで
はそれぞれの専門性に基づき，子どもとその家族，地域
全体に対して支援を行っており，支援者の多くが育てに
くさの4つの要因を参考に支援を行っていることが明ら
かになった。
　保健センターや児童発達支援センターの他に，幼稚
園・保育園も支援の場として挙げられる。保育所保育指
針（2017）4）の第 4章には子育て支援について記載され
ており，保育士の専門性と保育所の特性を生かして保護
者が子育ての喜びを感じられるよう努めることや，日常

の保育に関連した機会を活用して保護者との相互理解を
図るよう努めることなどが示されている。幼稚園におけ
る子育て支援についても，「親と子どもが共に育つ」とい
う観点から，保護者が育児不安やストレスを解消し，子
どものより良い育ちを実現するよう支援を行う必要があ
るとされている（文部科学省，2008）5）。小柳他（2021）6）

は，幼稚園・保育園にアンケート調査を行い，幼稚園教
諭・保育士が感じる育てにくさの要因や，実際に行われ
ている支援について明らかにした。その結果，幼稚園教
諭・保育士は育てにくさの要因として，子どもの発達障
害様症状や，親の孤立，親の理想と現実の子どもの姿と
のギャップ，両親の多忙や不仲などを捉えており，支援
として定期的な面談や他機関との連携，送迎時などを活
用した声かけなどを行っていることが明らかになった。
これらのことから，日頃から保護者と子どもに接する機
会が多いことによる視点や支援の特徴が明らかになった。
また，児童発達支援センターと保健センター，幼稚園・
保育園への調査を比較すると，子どもの要因では発達障
害様症状が育てにくさを感じさせやすいと考えている点
は共通していたが，その他の要因においては，施設ごと
に担う役割や対象者の違いによる相違が見られた。特に，
幼稚園・保育園には児童発達支援センターや保健セン
ターの支援の対象と比べ，はじめから支援を必要とする
場合のみでなく，様々な背景を持つ子どもと保護者が存
在する。そのため，幼稚園・保育園の日頃の機能で対応
することが難しい事例も多く存在することが考えられる。
　そこで本研究は，幼稚園・保育園でよく見られる事例
と，対応が困難であった事例，連携の在り方についての
自由記述から，幼稚園・保育園は育てにくさを感じる保
護者に対してどのような支援を行っているのか，また，
どのような支援が求められているのか整理し，子育てに
寄り添う心理社会的支援について検討することを目的と
する。

２．方法

２．１　調査期間
　2019年 6 ～ 7月に実施した。

２．２　調査対象・方法
　関東地方の公立幼稚園及び1都 3県の公立保育園
（984園）の児童発達支援センター等に通っている3歳児
を担任・担当している幼稚園教諭または保育士。また，
研究倫理を遵守し，協力者には書面にて研究趣旨を説
明し，了解を得た上で調査への参加を依頼した。回答の
あった257施設259名を分析対象とした。なお，本調査
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は東京学芸大学研究倫理委員会承認［152］のもとに実
施した。

２．３　調査内容
　幼稚園・保育園を利用する育てにくさを抱える保護者
の支援の現状や育てにくさの要因を把握するための質問
紙を作成した。質問紙の調査項目は，（１）フェイスシー
ト，（２）幼稚園・保育園を利用する3歳児の保護者（母
親）について（３）他機関との連携の在り方についてで
ある。

（１）フェイスシート
　対象者の属性（幼稚園教諭・保育士）について選択式
で，職業経験年数（2020年 3月時点），クラスの子ども
の人数について記述式で回答を求めた。

（２）�幼稚園・保育園を利用する 3歳児の保護者（母
親）について

　幼稚園・保育園を利用する育てにくさを抱える3歳児
の保護者（母親）について，今まで対応したなかで最も
頻度の高いパターンの事例（最頻事例）の主訴と行って
いる支援、最も困難であった事例の主訴と行っている支
援について回答を求めた。
　事例の主訴については自由記述で回答を求めた。行っ
ている支援については，「定期的な面談・巡回相談の案
内・他の専門機関の紹介・他機関との連携・保護者懇談
会などの案内・その他・特に行っていない」の選択肢か
ら回答を求めた（複数回答可）。なお，「他の専門機関の
紹介」と「他機関との連携」については，具体的な専門
機関について自由記述での回答を求めた。

（３）他機関との連携の在り方について
　他機関との連携の在り方について，幼稚園教諭・保育
士の意見を自由記述で求めた。

３．結果

３．１　フェイスシート
　回答者259名の属性は，幼稚園教諭137名（52.9%），
保育士114名（44%），重複回答（幼稚園教諭・保育士
の両方に該当する者）2名（0.8%），未回答 6名（2.3%）
であった。職業経験年数については246名から回答が得
られ，平均15.5年（SD=10.0），中央値14年，最頻値3年
であった。クラスの人数については251名から回答が得
られ，平均19.6人（SD=6.2）であった。

３．２　�幼稚園・保育園を利用する 3歳児の保護者
（母親）について

３．２．１　�最も頻度の高いパターンの事例（最頻事
例）の主訴と行った支援について

　これまでに対応した育てにくさを抱える保護者とその
子どもに対する支援で，最も頻度の高いパターンの1事
例について（１）事例の主訴，（２）行っている支援に関
して回答を求めた。回答者は206名であった。

（１）最頻事例の主訴
　最頻事例の主訴を自由記述で尋ね，得られた記述をKJ
法によって分類した（表1）。その結果，主訴は『子ども
の問題（要因）』，『親の問題（要因）』，『親子の関わり・
子育ての悩み』，『環境の問題（要因）』，『その他』の5つ
のカテゴリーに分けられた。さらに，『子どもの問題（要
因）』は3の中カテゴリーと9の小カテゴリー，『親の問
題（要因）』は5の中カテゴリーと9の小カテゴリー，『親
子問題（要因）』は3の中カテゴリーと6の小カテゴリー，
『環境の問題（要因）』は4の中カテゴリーと5の小カテ
ゴリーにそれぞれ分類された。
　回答は『子どもの問題（要因）』が177件と顕著に多く
挙げられ，『親の問題（要因）』が39件，『親子の関わり・
子育ての悩み』が32件，『環境の問題（要因）』が 7件，
『その他』が 2件であった。『その他』の具体的な回答と
しては，［個別の対応をしてほしい］などが挙げられた。

（２）最頻事例で行っている支援
　最頻事例において，具体的にどのような支援を行って
いるのか選択肢で尋ねた（複数回答可）。その結果，「定
期的な面談」が140件（68.0%），「巡回相談の案内」が
66件（32.0%），「他の専門機関の紹介」が87件（42.2%），
「他機関との連携」が69件（33.5%），「保護者懇談会など
の案内」が16件（7.8%），「その他」が47件（22.8%）で
あった（図1）。「その他」の内訳としては、『保護者への
声かけ・情報共有』が35件，加配対応などの『園での支
援』が 4件，保育カウンセラー，他の保護者と話せる機
会を作るなどの支援が挙げられていた。「特に支援を行っ
ていない」は2件（1.0%）であった。
　「他の専門機関の紹介先」の具体的な紹介先は，『児童
発達支援センター』が26件，『療育』が16件，『相談事
業』が14件，『保健センター・保健所』が 8件，『医療機
関』が 6件，『子ども家庭支援センター』が 3件，『行政』
が 2件，『教育センター』が 2件，『その他』が18件で
あった。『その他』には，児童相談所やスクールカウンセ
ラー，言語教室などが挙げられた（図2）。
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　「他機関との連携先」の具体的な連携先は，『保健セン
ター・保健所』が11件，『巡回相談』が 9件，『療育』が
8件，『相談事業』が 8件，『児童発達支援センター』が
7件，『特別支援学校』が 7件，『教育委員会』が 4件，
『子育て支援センター』が 3件，『行政』が 3件，『医療
機関』が 2件，『子ども家庭支援センター』が 2件，『そ
の他』が18件であった。『その他』には，児童相談所や
スクールカウンセラー，デイサービスや就学先などが挙
げられた（図3）。 図１　最頻事例で行っている支援

表１　最頻事例の主訴のKJ法

大カテ
ゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー 回答例 記述人数

（%）

子
ど
も
の
問
題
（
要
因
）

行動上の
問題

多動･衝動性･乱暴 落ち着きがない，多動，手が出る，衝動性が高い 50（24.3%）
感情コントロールの困難･癇癪 感情コントロールが難しい，かんしゃくをおこす 42（20.4%）
集団行動の困難 集団生活に参加できない， 20（9.7%）
こだわり／切り替えの難しさ こだわりが強い，切り替えが難しい 28（13.6%）

発達の
遅れ

コミュニケーション／対人関係の困難さ コミュニケーションがとれない／とりづらい，他児
とのトラブル，指示が伝わらない 58（28.2%）

発達の遅れ 全般的な発達の遅れ，発達障害がある／疑いがある 39（18.9%）
言葉の遅れ 言葉の発達の遅れ，言葉が出ない 10（4.9%）
食事･排泄等の基本的生活習慣の困難さ 偏食，おむつが外れない，寝ない 19（9.2%）

その他 登園渋り，てんかん 等 9（4.4%）

親
の
問
題
（
要
因
）

認知の
つまずき

子どもの特性を受容できない 子どもの姿･障害を認めたくない 11（5.3%）
保育者との認識の相違 子どもの姿･障害を理解してくれない／気づいていない 8（3.9%）

疾患障害等

親の知的･発達障害 自閉症スペクトラム障害のある親 3（1.5%）
親の精神･身体疾患 うつ病のある親 3（1.5%）

育てる力の不足･消極的 経験不足，子どもを育てる力がない，積極的に動い
てくれない 4（1.9%）

感情面の
難しさ

子どもをかわいいと思えない 子どもをかわいいと思えない 1（0.5%）
親の不安が強い 心配しやすい 1（0.5%）

行動 （子どもの状態によらず）虐待･手を上
げる･怒ってばかり

虐待，手を上げてしまう，叱ってばかりになってし
まう 5（2.4%）

その他 子育てに対する自信のなさ 等 2（1.0%）

親
子
の
問
題
（
要
因
）

認知の
つまずき

対応が分からない 対応・接し方・関わり方がわからない 12（5.8%）
愛着 親子の愛着に課題がある 5（2.4%）
子どもへの理想が高い 実際の子どもの姿に対し理想が高すぎる 4（1.9%）
他児と比較 他児と比べてしまう 2（1.0%）

行動 （子どもの要因もあり）怒ってばかり･手
を上げる 手を上げてしまう，叱ってばかりになってしまう 7（3.4%）

その他 叱れない 等 2（1.0%）
環
境
の
問
題
（
要
因
）

人的な要因
相談相手の不足 近くに頼れる人がいない，他の保護者との交流がない 2（1.0%）
両親の不仲 夫婦の不仲，子育てに対する思いの相違 2（1.0%）

空間の要因 外国籍 外国籍であり言葉の壁がある 2（1.0%）
時間の要因 多忙･きょうだいの世話 きょうだいが多く育児と家事で忙しい 1（0.5%）
その他 転居･出産など環境の変化に適応できない 等 2（1.0%）

その他 個別対応をしてほしい，就学支援 2（1.0%）
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図２　最頻事例の支援における他の専門機関の紹介先

図３　最頻事例の支援における他機関との連携先

３．２．２　�最も困難であった事例の主訴と行った支
援について

　これまでに対応した育てにくさを抱える保護者とその
子どもに対する支援で，最も困難であった1事例につい
て（１）事例の主訴，（２）行っている支援に関して回答
を求めた。回答者は201名であった。

（１）困難事例の主訴
　困難事例の主訴を自由記述で尋ね，得られた記述を
KJ法によって分類した。その結果，主訴は『子どもの問
題（要因）』，『親の問題（要因）』，『親子の関わり・子育
ての悩み』，『環境の問題（要因）』，『その他』の5つのカ
テゴリーに分けられた。さらに，『子どもの問題（要因）』
は3の中カテゴリーと9の小カテゴリー，『親の問題（要
因）』は5の中カテゴリーと11の小カテゴリー，『親子の
問題（要因）』は3の中カテゴリーと7の小カテゴリー，
『環境の問題（要因）』は5の中カテゴリーと7の小カテ
ゴリーにそれぞれ分類された。
　回答は，『子どもの問題（要因）』が116件，『親の問題
（要因）』が138件と多く，『親子の関わり』が31件，『環
境の問題（要因）』が 46件，『その他』が 7件であった。
『その他』の具体的な内容としては，［療育でのアドバイ
スを保育園に求めてくる］などが挙げられた（表 2）。

（２）困難事例で行っている支援
　困難事例において，具体的にどのような支援を行っ
ているのか，選択肢で尋ねた（複数回答可）。その結
果，「定期的な面談」が131件（65.2%），「巡回相談の案
内」が49件（24.4%），「他の専門機関の紹介」が61件
（30.3%），「他機関との連携」が66件（32.8%），「保護者
懇談会などの案内」が14件（7.0%），「その他」が41件
（20.4%）であった。「その他」の内訳としては，『送迎時
などを利用した保護者とのコミュニケーション』24件，
『電話，手紙，連絡帳による保護者とのやり取り』3件，
『園長による対応』3件，『家庭訪問』2件などが挙げら
れた（図4）。
　「他の専門機関の紹介先」の具体的な紹介先は，『児童
発達支援センター』が14件，『療育機関』が13件，『保
健センター・保健所』が 8件，『相談事業』が 6件，『児
童相談所』が 4件，『医療機関』が 4件，『子ども家庭支
援センター』が 3件，『行政』が 2件，『その他』が14件
であった。『その他』には，スクールカウンセラーや通級
教室，特別支援学校などが挙げられた（図5）。
　「他機関との連携先」の具体的な連携先は，『保健セン
ター・保健所』が15件，『児童相談所』が14件，『子ど
も家庭支援センター』が 7件，『療育機関』が 6件，『行
政』が 6件，『小学校』が 6件，『児童発達支援センター』
が 5件，『相談事業』が 5件，『医療機関』が 3件，『巡
回相談』が 3件，『警察』が 3件，『特別支援学校』が 2
件，『教育支援アドバイザー』が 2件，『子育て支援セン
ター』が 2件，『その他』が11件であった。『その他』に
は，スクールカウンセラーやケースワーカー，民生委員，
保育カウンセラーなどが挙げられた（図6）。

図４　困難事例で行っている支援
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表２　困難事例の主訴のKJ法

大カテ
ゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー 回答例 記述人数

（%）

子
ど
も
の
問
題
（
要
因
）

行動上の
問題

感情コントロールの困難･癇癪 感情コントロールが難しい，すぐに泣く，かんしゃ
くをおこす， 24（11.9%）

多動･衝動性･乱暴 落ち着きがない，多動，手が出る，他児への暴力，
すぐにカッとなる 39（19.4%）

集団行動の困難 集団生活に参加できない 13（6.5%）
こだわり／切り替えの難しさ こだわりが強い，気持ちの切り替えが難しい 11（5.5%）

発達の
遅れ

発達の遅れ 知的･発達障害がある／疑いがある，発達の遅れ 35（17.4%）
言葉の遅れ 言葉の発達の遅れ，言葉での理解が困難 13（6.5%）
コミュニケーション／対人関係の困難さ 友達とうまく関われない，他児とのトラブル 26（12.9%）
食事･排泄等の基本的生活習慣の困難さ 偏食，おむつが外れない 14（7.0%）

その他 母子分離ができない 等 8（4.0%）

親
の
問
題
（
要
因
）

認知の
つまずき

保育者との認識の相違 子どもの姿･障害を理解してくれない／気づいてい
ない 49（24.4%）

子どもの特性を受容できない 子どもの姿･障害を認めたくない 26（12.9%）

疾患障害等

親の精神･身体疾患 精神疾患のある親，朝起きれない 18（9.0%）
親の知的･発達障害 知的･発達障害のある／疑いがある親 14（7.0%）

育てる力の不足･消極的 第一子で子育てに不安がある，子どもを育てる力が
ない 4（2.0%）

感情面の
難しさ

親の不安が強い 心配しやすい，いっぱいいっぱいになりやすい 9（4.5%）
子育てに消極的 積極的に動いてくれない，育児から逃れたい 5（2.5%）
子どもをかわいいと思えない 子どもをかわいいと思えない 3（1.5%）
特異な育児感 親の子育て論が強い 3（1.5%）

行動 （子どもの状態によらず）虐待･手を上
げる･怒ってばかり

虐待，手を上げてしまう，叱ってばかりになってし
まう 14（7.0%）

その他 自責の念 等 9（4.5%）

親
子
の
問
題
（
要
因
）

認知の
つまずき

対応が分からない 対応・接し方・関わり方がわからない 8（4.0%）
子どもへの理想が高い 実際の子どもの姿に対し理想が高すぎる 7（3.5%）
無関心／過干渉 親が子どもに対して無関心／過干渉 6（3.0%）
愛着 親子の愛着に課題がある 3（1.5%）
他児と比較 他児と比べてしまう 1（0.5%）

行動 （子どもの要因もあり）怒ってばかり･手
を上げる 手を上げてしまう，叱ってばかりになってしまう 6（3.0%）

その他 家での遊びがない 等 2（1.0%）

環
境
の
問
題
（
要
因
）

人的な要因

ひとり親 母子家庭／父子家庭 9（4.5%）
両親の不仲 夫婦の不仲，子育てに対する思いの相違 6（3.0%）

相談相手の不足 近くに相談できる人がいない，他の保護者との交流
がない 5（2.5%）

時間の要因 多忙･きょうだいの世話･介護 仕事が忙しい，きょうだいが多く関わる時間が少な
い，介護 12（6.0%）

空間の要因 外国籍 外国籍であり言葉の壁がある，教育観の違い 5（2.5%）
経済的要因 経済的な困難 家計が厳しい，貧困 4（2.0%）
その他 祖母の介入，複雑な家庭環境 等 10（5.0%）

その他 服薬の悩み，療育でのアドバイスを保育園に求める 等 7（3.5%）
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図５　困難事例の支援における他の専門機関の紹介先

図６　困難事例の支援における他機関との連携先

３．３　他機関との連携の在り方について
　他機関との連携の在り方についての意見を自由記述で
求めた。回答者は182名であった。
　得られた回答をKJ法によって分類した。その結果，
『現在の連携』，『今後望む連携』，『連携における困難』，
『その他』の4つのカテゴリーに分けられた。さらに，『現
在の連携』は4の小カテゴリー，『今後望む連携』は3
の中カテゴリーと10の小カテゴリー，『連携における困
難』は6の中カテゴリーと7の小カテゴリーに分類され
た（表 3）。

４．考察

　本調査では，幼稚園・保育園を利用する育てにくさを
抱える3歳児の保護者（母親）について，幼稚園教諭・
保育士がこれまでに対応したなかで，最も頻度の高いパ
ターンの事例（最頻事例）と最も困難であった事例の主
訴と行っている支援，幼稚園教諭・保育士が考える連携
の在り方について調査を行った。
　最頻事例では，子どもの要因によって保護者が育てに
くさを感じていると考えられる主訴が顕著に多く挙げら
れた。特に，子どもの感情コントロールの困難さやコミュ
ニケーションの困難さ，落ち着きのなさなどの発達障害
様症状について多く挙げられた。親の要因では，保護者

が子どもの特性について受け入れられないことや，幼稚
園教諭・保育士が感じている子どもの特性や必要な支援
について，保護者との認識に相違あることが多く挙げら
れた。親子の要因では，保護者が子どもとの接し方や，
行動に対する対応が分からないことが多く挙げられた。
発達障害様症状への対応の困難さが保護者に育てにくさ
を感じさせることは，先行研究においても指摘されてお
り（中島ら，2012 7）：今井・古田・佐久間，2018 8）：渕
上，2020）3），幼稚園教諭・保育士も多く見られる事例
であると感じていることが明らかになった。
　困難事例では，親の要因が最も多く挙げられており，
次いで子どもの要因が多く挙げられた。親の要因では，
保護者が子どもの特性を受け入れられないこと，保護者
と幼稚園教諭・保育士の子どもに対する認識の相違が多
く挙げられ，困難事例の主訴の約40%を占めた。具体的
には，幼稚園教諭・保育士が保育場面で感じている子ど
もの特性や困り感，必要な支援について，保護者が受け
入れられないことや気づいていないことが，育てにくさ
を助長したり，支援を難しくしたりすると感じている幼
稚園教諭・保育士が多いことが明らかになった。また，
発達障害や知的障害，精神疾患のある保護者や，虐待も
困難な事例として多く挙げられていた。子どもの要因で
は，最頻事例と同じく，感情コントロールの困難さやコ
ミュニケーションの困難さ，衝動性が強いことなどが多
く挙げられていた。親子の要因では，子どもへの対応が
分からないことに加え，子どもの実際の姿に反して保護
者の理想が高いため，支援が困難であることや子どもの
気持ちが追い付かないことが挙げられた。環境の要因で
は，保護者が仕事や介護，きょうだいが多いことによる
多忙のため，子どもと関わる時間が取れないことが多く
挙げられた。また，ひとり親家庭における育てにくさを
抱えるケースや，両親が不仲で子育てに関する意見に相
違があるケースなども困難な事例として挙げられた。
　行っている支援については，最頻事例と困難事例に共
通して，定期的な面談や送迎時などを活用した声かけが
多く挙げられた。これらの支援が多く挙げられた要因と
して，幼稚園・保育園の機能の特徴が考えられる。幼稚
園・保育園は他の専門機関と比べ，支援者である幼稚園
教諭・保育士が保護者と毎日のように接することができ
る場所であり，幼稚園教諭・保育士がその機会を活用し，
保護者の様子を気にかけたり，支援を行ったりしている
ことがうかがえた。その他には，事例の内容に応じた専
門機関の紹介，連携などが行われていることが明らかに
なった。
　最頻事例と困難事例の主訴を比較すると，子どもの要
因における発達障害様症状や，親の子どもに対する認知
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のつまずき，対応の分からなさが共通して多く挙げられ
た。しかし，困難事例では最頻事例に比べて親の要因が
顕著に多く，特に認知のつまずきについて多く挙げられ
た。育てにくさを感じるか否かは保護者の受け止め次第
である。そのため，幼稚園教諭・保育士が育てにくさを
抱えていると感じていても，保護者の認識は異なり，支
援は必要ないと感じている人がいることが考えられる。
そのため，他機関との連携により支援を行おうとしても，
専門機関につながることに抵抗感がある保護者も多く，
幼稚園教諭・保育士としては為す術がないと感じてい
ることも，連携の在り方についての自由記述から明らか
になった。先行研究から，子どもの発達特性を指摘され

た保護者は，状況により差はあるものの，その多くが否
認や混乱，不安，自責などの気持ちを経験することが指
摘されている（伊藤・小林，2018 9）：宇津・伊藤，2019 
10））。そのような状況のなかで専門機関につながること
に，保護者は抵抗を感じることが考えられる。山本・門
間・加藤（2010）11）は，母親が子どもとの向き合い方を
見直すという容易ではない経験を，仲間や家族，子育て
支援に関わる人々などの子育ての伴走者がその役割を果
たし，母親が自分の力を活かすことができるように働き
かけることが重要であると指摘している。幼稚園教諭・
保育士も子育ての伴走者として，保護者の気持ちに寄り
添い続け，保護者が助けを必要とした際には適切な支援

表３　連携の在り方についてのKJ法

大カテ
ゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー 回答例 記述人数

（%）

現
在
の
連
携

連携の重要性を強調 連携の必要が強い，今後も上手く連携していきたい 36（19.8%）
支援に活かせている／力になると思う 実践に活かせている，保護者の不安の軽減につながる 21（11.5%）

様々な視点･専門的な知識を得られる 他機関と連携することで視野が広がる，専門的な知
識を得られる 20（11.0%）

その他 5歳児検診によって連携しやすくなった 等 4（2.2%）

今
後
望
む
連
携

方法の
改善

情報交換など密な連携が必要 こまめな連携が大事，もっと連絡を取り合えると良い 39（21.4%）
園／機関での子どもを見てほしい／見
たい

園での様子を見に来てほしい，療育の様子を見学でき
たら良い 12（6.6%）

もっと気軽に連携できると良い いつでも相談できる関係であるべき，気軽に情報交換
できる体制が整うと良い 11（6.0%）

管理職･コーディネーター的役割が必要 支援をコーディネートする人が必要，管理職が進んで
連携に取り組むと良い 3（1.6%）

内容の
改善

共通理解･足並みを揃えることが必要 情報共有をして共通理解のもと支援ができると良い 18（9.9%）
各専門性を活かせると良い（役割理解
など）

各専門機関の特性を生かしながら連携していくこと
が大切 15（8.2%）

保護者対応 保護者からも相談できるようにしてほしい 7（3.8%）

保育者への助言 保育士も他機関で研修を受けられると良い，専門的
な見方からのアドバイスがもらえると良い 5（2.7%）

機関の充実が必要 機関の人数が多くなると良い，もっと身近に関われ
る機関の充実が必要 3（1.6%）

その他 機関側から情報発信してほしい，専門機関を利用す
ることに負い目を感じない社会になると良い 14（7.7%）

連
携
に
お
け
る
困
難

保護者 保護者との連携の困難 保護者が専門機関の利用に抵抗感がある，紹介して
も利用するか否かは保護者次第 22（12.1%）

園 園側の要因による困難（知識不足･余裕
のなさ）

他機関の役割の理解不足，敷居が高いと感じる保育
者もいる 12（6.6%）

機関
機関側の要因による困難（多忙など） 機関側が忙しく巡回相談の順番がなかなか回ってこ

ない 5（2.7%）

民間機関との連携困難 民間の機関と連携することが難しい 4（2.2%）
園と機関 情報の扱い 保育園と他機関で情報が繋がりにくい 3（1.6%）

複数の機関 機関ごとの方針のずれ･共通理解不足 各機関で目標やアプローチの仕方について共有しき
れなかった，施設によって指導が異なり把握が難しい 6（3.3%）

その他 実際に連携することは難しい 2（1.1%）

その他 現在は連携を行っていない，以前より連携しやすく
なった 等 5（2.7%）
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ができるように備えることや，行事や懇親会などを活用
した保護者同士のつながり作りに取り組むことが求めら
れるだろう。
　また，育てにくさの支援において，支援の対象者は保
護者であり，その保護者と毎日のように接しているのは
幼稚園教諭・保育士である。そのため，幼稚園教諭・保
育士は保護者の感じている育てにくさを敏感に察知し，
送迎時などの機会を活用して具体的な情報や助言などの
支援をすることが求められる。しかし，幼稚園教諭・保
育士は日頃から業務に追われており多忙である。そのた
め，幼稚園・保育園においても，日頃から保護者と子ど
もの情報を集約し，他機関との連携も含め，どのような
支援を行っていくか考える，支援のコーディネーター的
役割が必要であると考えられる。具体的には，管理職が
日頃の園での子どもの様子や，幼稚園教諭・保育士から
収集した情報を整理し，コーディネーター的役割を担う
ことが考えられる。また，文部科学省（2005）12）は，特
別な支援を必要とする幼児に対する教員等へのアドバイ
スや，子育てに不安を抱える保護者へのカウンセリング
などに関し，地方公共団体等が教員と保護者を支援する
「保育カウンセラー」を導入し，活用しやすくなるよう方
策を検討する必要があるとしており，日頃から幼稚園・
保育園において勤務する心理士の普及などが求められ
る。
　また，連携の在り方についての自由記述から，近年幼
稚園・保育園のみで対応することが難しい事例が増加し
ているため，他機関との連携は重要であり，これからも
積極的に連携していきたいと感じている幼稚園教諭・保
育士が多く存在することが明らかになった。その一方で，
現状の連携の仕方について課題や困難を感じている幼稚
園教諭・保育士も多く存在することが明らかになった。
特に，現在まで連携は出来ているが，情報共有や足並み
を揃えるための共通理解などが十分ではないため，より
密な連携が必要であると感じている人が多く存在してい
た。このような状況の背景には，園や機関の多忙による
余裕のなさや，専門機関についての知識が不足しており，
どのような機関と連携することが良いのか分からない幼
稚園教諭・保育士がいることが挙げられる。これらの状
況に対し，巡回相談の際などに他機関の役割や連携の成
功例などについて，心理士が積極的に周知していくこと
が求められるだろう。

５．まとめ

　本研究では，幼稚園教諭・保育士を対象に，育てにく
さを抱える3歳児の保護者（母親）について，最頻事例

と困難事例，行っている支援と，幼稚園教諭・保育士が
考える他機関との連携の在り方について自由記述による
調査を行った。
　幼稚園教諭・保育士が挙げた最頻事例と困難事例につ
いてKJ法によって整理した。その結果，子どもの発達障
害様症状が最頻事例，困難事例ともに多く挙げられたが，
保護者の認知のつまずき等が加わることにより，対応の
困難さが増すと感じている幼稚園教諭・保育士が多いこ
とが明らかになった。子育てに寄り添う心理社会的支援
を行うためには，保護者同士のつながり作りや，幼稚園・
保育園に支援のコーディネーター的役割を設置すること，
連携支援について心理士が積極的に周知することなどが
考えられた。
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